
久留米市告示第４７３号 
 
 久留米市財政状況の公表に関する条例（昭和２８年久留米市条例第２４号）

の規定に基づき、平成２２年４月１日から平成２２年９月３０日までの期間に

おける財政状況を公表します。 
 
   平成２２年１１月５日 
 
                    久留米市長 楢原 利則 
 
 
 
 
●市勢（平成２２年９月３０日現在） 
 
 人 口／３０３，４３５人 
 世帯数／１２１，５２７世帯 
面 積／２２９．８４ k ㎡ 

 



平成２２年度予算の執行状況（平成２２年９月３０日現在）

財政の動向及び方針

一般会計（単位：百万円、％）
●歳   入 ●歳   出

    予算現額  収入済額   収入率  予算現額 支出済額   執行率
市 税 35,130 21,437 61.0% 民 生 費 47,057 16,431 34.9%
国 庫 支 出 金 26,694 10,439 39.1% 教 育 費 18,717 6,646 35.5%
地 方 交 付 税 21,381 15,584 72.9% 土 木 費 15,868 3,178 20.0%
市 債 16,768 0 0.0% 公 債 費 11,412 5,557 48.7%
諸 収 入 9,884 341 3.5% 総 務 費 11,016 3,384 30.7%
県 支 出 金 6,790 1,192 17.6% 商 工 費 10,887 8,092 74.3%
繰 入 金 4,212 0 0.0% 衛 生 費 9,178 3,341 36.4%
地方消費税交付金 2,860 1,741 60.9% 農 林 水 産 業 費 3,068 747 24.3%
そ の 他 7,772 2,543 32.7% 消 防 費 3,026 1,632 53.9%

計 131,491 53,277 40.5% 議 会 費 675 323 47.9%
そ の 他 587 214 36.5%

計 131,491 49,545 37.7%

特別会計（単位：百万円、％）   

●歳  入／歳  出  

　　予算現額 収入済額 　収入率 支出済額 　 執行率
国 民 健 康 保 険 35,533 11,033 31.1% 15,022 42.3%
介 護 保 険 20,363 7,666 37.6% 8,119 39.9%
競 輪 14,450 9,155 63.4% 9,047 62.6%
下 水 道 11,021 1,434 13.0% 4,027 36.5%
後 期 高 齢者 医療 3,717 986 26.5% 954 25.7%
中 央 卸 売 市 場 673 81 12.0% 118 17.5%
農 業 集 落 排 水 301 28 9.3% 94 31.2%
特定地域生活排水処理 166 36 21.7% 56 33.7%
母子寡婦福祉資金貸付 107 37 34.6% 47 43.9%
老 人 保 健 27 6 22.2% 0 0.0%
住宅新築資金等貸付 20 9 45.0% 6 30.0%
市 営 駐 車 場 19 0 0.0% 1 5.3%
簡 易 水 道 13 3 23.1% 5 38.5%
地 方 卸 売 市 場 7 6 85.7% 0 0.0%

計 86,417 30,480 35.3% 37,496 43.4%

市債の状況
 ●　一般会計 （予算区分別） 

　  　　　　　　　　現在高 　　構成比
土 木 ３８４億３，２２７万円 34.2%
臨 時 財 政 対 策 ２５６億６，６２２万円 22.9%
教 育 ２０２億６，２６６万円 18.1%

 衛 生 ７５億２，１６９万円 6.7%
減 税 補 て ん ４８億５，７２６万円 4.3%
庁 舎 ３６億９，６２３万円 3.3%
農 林 水 産 ２９億９，６４２万円 2.7%
公 営 住 宅 １８億８，１５３万円 1.7%
そ の 他 ６８億８，３２１万円 6.1%

計 100.0%

 ●　特別会計  

 　　　　　　　　現在高 　　構成比
下 水 道 ５５８億６，５９０万円 94.5%
農業集落排水 １５億２，１９６万円 2.6%
中 央 卸 売 市 場 ９億９，２１７万円 1.7%
特 定 地 域 排 水 処 理 ６億９２８万円 1.0%
母子寡婦福祉資金貸付 ４，１３０万円 0.1%
住宅新築資金等貸付 ３，９０７万円 0.1%

 簡 易 水 道 １，６１２万円 0.0%
計 ５９０億８，５８０万円 100.0%

市が持っている財産

基 金
債 権
出 資 に よる 権利
有 価 証 券
土 地
建 物

１，１２１億９，７４９万円

 　　７７５万７，７７９㎡
　　 　１０２万８，７８５㎡

　　２４１億２，３２４万円

　　　１５億７，４８２万円
　　　　８億７，７２０万円

　　　３７億８，８２５万円

　　った財政運営に努めていきます。

      平成２２年度の地方交付税収入は、国の地方財政対策による別枠加算に伴い増額になる見込みですが、その一方で歳入

　　　このような財政状況の中、本市では、新行政改革行動計画に基づき歳出の削減、効率化に努めながら、「身の丈」に合

　　の根幹である市税収入は、長引く景気低迷の影響を受けて伸び悩んでいる状況です。


